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インド 

地方電化事業 

外部評価者：OPMAC 株式会社 宮崎慶司 

０. 要旨 

本事業は、インド南部アンドラ・プラデシュ州、西部マディア・プラデシュ州、マ

ハラシュトラ州の 3 州において、変電所の新設・増強及び配電網の整備を行うことに

より、送配電システムの安定化及び未電化世帯等の電力アクセスの改善を図ることを

目指していた。本事業の目的は、インド国の開発政策、開発ニーズ及び審査時の日本

の援助政策に合致していることから妥当性は高い。事業費については計画内に収まっ

たものの、事業期間が計画を大幅に上回ったことから、効率性は中程度と考えられる。

アウトプットは、実施中に生じた状況の変化に対応するため変更が生じた。 

需要家 1 軒当り年間事故停電時間、世帯電化率、配電ロス率、料金回収率、売電量

などの運用効果指標は、目標値を達成した。本事業により約 2.9 百万世帯が新たに電

化されたと推定される。この達成については、インド中央政府による地方電化スキー

ムである「新世帯電化促進プログラム（RGGVY）」の実施、各配電公社による配電ロ

スの改善、料金徴収方法の改善、適切な保守点検の実施などの取り組みなど、外部要

因による貢献も大きい。また、受益者調査の結果から、情報へのアクセスの増加、夜

間の安全性の向上、教育の改善、衛生状態の改善、公共サービスの改善、社会活動の

活発化、貧困の減少など、住民の生活環境の向上や地域経済・社会面でのプラスのイ

ンパクトが確認された。自然環境へのマイナスのインパクトは認められず、用地取得

手続きはインド国内法に則って実施された。住民移転は、発生しなかった。よって、

有効性・インパクトは高いと判断される。 

事業によって発現した効果の持続性に関しては、体制面、技術面、財務面のいずれ

も特段の問題がなく、施設の維持管理状況も非常に良いことから、持続性は高い。 

以上より、本事業の評価は非常に高いといえる。 

 

１. 事業の概要 
 

  

事業位置図 本事業で整備した変電所 
（アンドラ・プラデシュ州） 
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１.１ 事業の背景 

2005 年当時、インドでは都市部における世帯電化率は 88％を達成している一方で、

同国の人口の 72％を占める地方部の世帯電化率は 44％に留まっており、約 7,800 万世

帯が未電化世帯であった。本事業対象となるアンドラ・プラデシュ州、マディア・プ

ラデシュ州、マハラシュトラ州の 3 州は、いずれも 3 百万世帯（2001 年）を超える未

電化世帯を抱えていた。このことは都市・地方間の格差を生む要因のひとつと考えら

れており、この格差の是正及び衡平かつ持続的な成長を達成するために、地方部の世

帯電化率の改善が求められていた。 

 

１.２ 事業概要 

本事業は、インド南部アンドラ・プラデシュ州、西部マディア・プラデシュ州、マ

ハラシュトラ州の 3 州1において、変電所の新設・増強及び配電網の整備を行うことに

より、送配電システムの安定化（負荷軽減と送配電ロスの削減）及び未電化世帯等の

電力アクセスの改善を図り、もって住民の生活水準の向上及び地域の経済・社会活動

の活性化に寄与する。 

 

円借款承諾額/実行額 20,629 百万円 / 16,949 百万円 

交換公文締結/借款契約調印 2006 年 3 月 / 2006 年 3 月 

借款契約条件 金利 0.75％ 

 返済 

（うち据置 

15 年 

5 年） 

 調達条件 一般アンタイド 

借入人/実施機関 地方電化公社（REC）/ 地方電化公社 

貸付完了 2012 年 8 月 

本体契約 Larsen & Toubro Ltd.（インド） 

コンサルタント契約 ― 

関連調査 

（フィージビリティー・スタディ：F/S）

等 

 F/S：「実行可能性調査」（地方電化公社：2005

年 5 月） 

 開発調査「アンドラ・プラデシュ州配電改善計

画調査」（2001～2003 年） 

関連事業 ― 

                                                        
1 アンドラ・プラデシュ州は、2014 年 6 月に北部のテランガナ州と南部のアンドラ・プラデシュ州

の 2 つの州に分割されており、事後評価時点では対象州は 4 州となっている。本事後評価報告書で

は、妥当性、効率性の記述においては、本事業対象州を 3 州とし、有効性、インパクト、持続性の

記述では、必要に応じてテランガナ州を加えた 4 州と表記した。 
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２. 調査の概要 

２.１ 外部評価者 

宮崎 慶司（OPMAC 株式会社） 

 

２.２ 調査期間 

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。 

調査期間：2014 年 8 月～2015 年 9 月 

現地調査：2014 年 11 月 29 日～12 月 27 日、2015 年 3 月 8 日～3 月 21 日 

 

３. 評価結果（レーティング：A2） 

３.１ 妥当性（レーティング：③3） 

３.１.１ 開発政策との整合性 

（１）国家開発計画 

本事業の審査時（2006 年）、第 10 次 5 カ年計画（2002～2007 年）において、地

方電化は地方開発の重要な課題のひとつとして掲げられていた。また、2003 年施

行の新電力法では、地方電化の促進が中央・地方政府にとっての義務であること

が明文化された。2005 年 4 月に立ち上げられた新世帯電化促進プログラム（Rajiv 

Gandhi Grameen Vidyutikaran Yojana、以下「RGGVY」という）では、2009 年まで

にインド国内の農村世帯の電力アクセスを確保するという目標を掲げていた。

RGGVY では、農村部の世帯電化に必要な配電線や変電施設等の新設・強化を支援

し、貧困層には電気の利用に必要な設備を無償で提供するとしており、1,600 億ル

ピーの支援が予定されていた4。 

本事業は、変電所及び配電線の新設・拡張によりインド 3 州の未電化世帯等の

電力アクセスの改善を目的としており、上記の第 10 次 5 カ年計画、新電力法及び

RGGVY の目的と整合性を持っていた。 

事後評価時点では、第 12 次 5 カ年計画（2012～2017 年）において、安定的な電

力供給は全ての経済活動及び包括的成長（inclusive growth）にとって不可欠である

との認識の下、全ての国民が電気へのアクセスを得ることが重要課題の一つとし

て位置付けている。そして、同計画期間中に、都市部世帯電化率を 92％から 94％

へ、村落部世帯電化率を 55％から 67.3％への改善を目指している。そのため、イ

ンド政府は、第 12 次 5 カ年計画においても、引き続き RGGVY を推進する方針で

あり、同計画期間中に、新たに 8,299 カ所の村落電化、一部電化済みの 153,811 村

落の完全電化及び貧困ライン以下の世帯（BPL 世帯）814 万世帯の電化を行う計画

                                                        
2 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
3 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
4 RGGVY によって支給される地方電化のための資金は、90%が返済義務のない補助金、10%が融資

と定められていた。 
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である。なお、2014 年 2 月現在、RGGVY の実施により、未電化村落 11 万カ所、

貧困ライン以下で未電化世帯 2,290 万が電化された。 

また、2014 年 6 月の政権交代を受け、同年 11 月 20 日に RGGVY に代わる新た

な農村電化政策として「ディーンダヤル・ウパジャヤ村落電化計画5（Deendayal 

Upadhyaya Gram Jyoti Yojana。以下、「DDUGJY」という。）が閣議決定された。

従来の RGGVY では村落電化及び BPL 世帯の電化を主な対象としてきたが、

DDUGJY では BPL 世帯を含む全ての農村世帯に加えて、農業用配電系統の強化及

び分離など、その対象範囲が広がった。これまで RGGVY の枠組みの中で行われ

てきた地方電化事業は、今後は、DDUGJY に組み込まれ、継続して実施されるこ

とになっている。 

地方電化は引き続きインド国家開発計画上の優先課題であり、事後評価時にお

いても本事業の目的との整合性が認められる。 

 

３.１.２ 開発ニーズとの整合性 

2005 年当時、インドでは都市部における世帯電化率は 88％を達成している一方、

インド全人口の 72％を占める地方部の世帯電化率は 44％に留まっており、約 7,800

万世帯が未電化であった。本事業対象となるアンドラ・プラデシュ州、マディ

ア・プラデシュ州、マハラシュトラ州の 3 州についても、いずれも 3 百万世帯

（2001 年）を超える未電化世帯を抱えていた。このことから、均衡かつ持続可能

な成長を達成するためには、地方の世帯電化率を一層促進し、世帯電化率の都

市・地方間格差を是正することが求められていた。 

アンドラ・プラデシュ州、マディア・プラデシュ州、マハラシュトラ州の 3 州

は、村落電化をほぼ達成し、電力セクター改革を導入し、かつ地方電化公社

（REC）からの既存借入の返済状況が良好であり、特に未電化世帯が多いことから、

世帯電化事業を行った場合、世帯電化率向上の成果が大きく、かつ事業の持続性

も高いと考えられていた。そのため本事業の対象州として REC により選定され

た。 

本事業は、変電所及び配電線の新設・拡張により対象 3 州の未電化世帯等の電

化率の改善を目的としており、上記の開発ニーズと整合性を持つ。 

事後評価時点では、対象 3 州の都市部・地方部を合せた世帯電化率は、アンド

ラ・プラデシュ州が 92％、マディア・プラデシュ州が 67％、マハラシュトラ州が

84％まで改善した。そのうち、地方部の電化率は、アンドラ・プラデシュ州が

90％、マディア・プラデシュ州が 58％、マハラシュトラ州が 74％まで改善した。

一方、対象州の電力需給ギャップは、アンドラ・プラデシュ州では-4.4％（2006/07

年度）から-6.9％（2013/14 年度）へと若干拡大したものの、マディア・プラデシュ

                                                        
5 予算規模 4,303 億 3,000 万ルピー（うち中央政府負担分は 3,345 億 3,000 万ルピー）。 
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州は-15.18％（2013/14 年度）から-0.05％（2013/14 年度）へ、マハラシュトラ州は

-18.97％（2006/07 年度）から-2.07％（2013/14 年度）へと大きく改善し、この 2 州

については電力不足は緩和された（図 1）。しかしながら、インド政府が目指す地

方部の世帯電化率 100％という目標は、事後評価時点においても対象 3 州では未達

成であり、世帯電化率における都市・地方間格差も残っていることから、対象 3

州において、引き続き地方電化の推進の必要性は認められる。 
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出所：電力省中央電力庁 
注：1 MU（メガユニット）は、100 万 KWh に相当。 

図 1 対象 3 州の電力需給ギャップ 

 

３.１.３ 日本の援助政策との整合性 

審査時における我が国の「対インド国別援助計画」（2006 年 5 月策定）では、

①電力・運輸インフラ等の支援を通じた経済成長の促進、②保健・衛生、地方開発、

上下水道支援、植林支援等を通じた貧困・環境問題の改善、③人材育成・人的交流

の拡充のための支援、の 3 点を重点目標としていた。本事業は上記の①の重点目標

に沿ったものであった。 

また、JICA の 2005 年度インド国別業務実施方針では、電力セクターは対インド

円借款の主要セクターに位置付けられ、「安定的な電力供給を通じた経済の活性

化・貧困削減を実現するための配電網整備や地方電化」が重点支援項目として掲げ

られていた。上記のことから、本事業は日本の援助政策との整合性を有してい

た。 

 



 6 

以上より、本事業の実施はインドの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分

に合致しており、妥当性は高い。 

 

３.２ 効率性（レーティング：②） 

３.２.１ アウトプット 

本事業は対象 3 州（アンドラ・プラデシュ州、マディア・プラデシュ州、マハラ

シュトラ州）の配電用変電所（33KV/11KV）の新設・増強、及び 33KV・11KV 配

電線の敷設を行うものであった。各コンポーネントのアウトプットは以下に示した

（表 1～表 4）。なお本事業では、アウトプットの調達の実施時期に合せて、フェ

ーズ 1 及びフェーズ 2 に分けられていた。一方、本事業では追加アウトプットがあ

り、フェーズ 1 及びフェーズ 2 のアウトプットと区別するため、本事後評価報告書

では、追加アウトプットを便宜上フェーズ 3 として記載した。 

 

表 1 新設変電所（33KV/11KV）（計画／実績） 
単位：カ所 

配電公社管区 
計画 実績 

計画比 
ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 合計 ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 ﾌｪｰｽﾞ 3 合計 

AP 州 

北部 95 90 185 95 90 - 185 0 

中部 42 54 96 41 54 - 95 -1 

東部 50 50 100 47 49 - 96 -4 

南部 50 50 100 50 49 97 196 +96 

計 237 244 481 233 242 97 572 +91 

MP 州 

中部 24 12 36 36 0 - 36 0 

西部 50 27 77 74 0 - 74 -3 

東部 37 35 72 37 35 - 72 0 

計 111 74 185 147 35 - 182 -3 

マハラシュトラ州 40 57 97 18 0 - 18 -79 

合計 388 375 763 398 277 97 772 +9 
出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 
注 2：フェーズ 1 は第 1 回目の調達パッケージ、フェーズ 2 は第 2 回目の調達パッケージを示す。 
注 3：追加アウトプットとして AP 州で実施された新設変電所数（フェーズ 3）は当初は 124 であっ

たが、円借款貸付完了日の 2012 年 8 月までに完成した 97 カ所を最終的に本事業のアウトプットと

した。残りの 27 カ所はインド側自己資金にて実施され、2014 年 10 月時点で 24 カ所が完成済み、3
カ所は 2015 年 1 月に完成予定。 

 

事業全体としては、新設変電所数は、計画の 763 カ所に対し実績は 772 カ所で、

9 カ所の増加であった。大きな変更としては、マハラシュトラ州で 79 カ所がキャ

ンセルされた。審査時、マハラシュトラ州では、本事業の他にインド中央政府が

支援する地方電化スキームがあった。それらは、州内の変電所の新設・拡張及び
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配電網の整備等を行う Infrastructure Plan I6というスキームや、農業用ポンプの電化

が遅れている地区への配電網の整備を行う AG Pump Backlog Scheme7というスキー

ムなどであった。このため、マハラシュトラ州では、当初計画の 97 カ所のうち緊

急性が高かった 79 カ所の新設変電所については、手続きに一定の時間がかかる円

借款事業ではなく、インド中央政府の地方電化スキームを活用して実施すること

となった8。このことにより、マハラシュトラ州における本事業対象の新設変電所

数が 97 カ所から 18 カ所に縮小した。 

上記のマハラシュトラ州における対象変電所数の減少や他のコンポーネントの

アウトプット変更、及び為替変動により生じた余剰事業費を利用して、フェーズ 3

としてアンドラ・プラデシュ州南部で、新設発電所 97 カ所が追加された。その他

の配電公社管区については、変電所建設用地の確保が困難であったこと、本事業以

外の地方電化事業との調整などの理由により、対象数が減少した。また、多くの変

電所が当初計画とは異なる場所に建設された。 

 

表 2 増設変電所（33KV/11KV）（計画／実績） 
単位：カ所 

配電公社管区 
計画 実績 

計画比 
ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 合計 ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 ﾌｪｰｽﾞ 3 合計 

AP 州 

北部 61 0 61 57 0 - 57 -4 
中部 43 44 87 43 44 - 87 0 
東部 46 45 91 46 47 - 93 +2 
南部 15 15 30 15 15 - 30 0 
計 165 104 269 161 106 - 267 -2 

MP 州 

中部 12 11 23 21 0 - 21 -2 
西部 0 0 0 0 0 - 0 0 
東部 16 14 30 16 16  32 +2 
計 28 25 53 37 16 - 53 0 

マハラシュトラ州 80 53 133 17 0 - 17 -116 
合計 273 182 455 215 122 - 337 -118 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

                                                        
6 Infrastructure Plan I (2007-2008)の事業資金の 20％はインド中央政府からの補助金、80％が REC 及

び電力金融公社（PFC）からの融資で賄われる。Infrastructure Plan I により、マハラシュトラ州では、

新設変電所 600 カ所、増設変電所 501 カ所、変圧器 70,903 個、高圧配電線 43,458km、低圧配電線

12,116km などが整備された。 
7 AG Pump Backlog Scheme は、農業用ポンプの電化が遅れているマハラシュトラ州の 18 の地区に

対して、電化を促進するもので、事業資金の 100％はインド中央政府からの補助金で賄われる。こ

のスキームを活用してマハラシュトラ州では 2005/06～2013/14 年の 8 年間で、新設変電所 46 カ所、

増設変電所 57 カ所、変圧器 8,866 個、高圧配電線 5,211km、低圧配電線 12,811km などの整備、及

び農業用ポンプ 134,216 基の電化が行われた。 
8 キャンセルされた新設変電所 79カ所のうち、52カ所が Infrastructure Plan Iで、27カ所が AG Pump 
Backlog Scheme で整備された。 
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事業全体としては、増設変電所数は、計画の 455 に対し 337 で、118 の減少であ

った。マハラシュトラ州については、新設変電所数の大幅削減と同様の理由で、

本事業対象の増設変電所数が 133 カ所から 17 カ所に縮小した9。その他の配電公社

管区については、本事業以外の地方電化事業との調整などの理由により、対象数

が増減した。 

 

表 3 33KV 配電線（計画／実績） 
単位：km 

配電公社管区 
計画 実績 

計画比 
ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 合計 ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 ﾌｪｰｽﾞ 3 合計 

AP 州 

北部 744 616 1,360 462 425 - 887 -473 
中部 325 386 710 220 263 - 483 -227 
東部 400 400 800 287 257 - 544 -257 
南部 275 263 538 208 224 506 938 +400 
計 1,744 1,665 3,408 1,177 1,169 506 2,852 -556 

MP 州 

中部 188 157 345 378 0 - 378 33 
西部 315 319 634 442 42 - 484 -150 
東部 340 286 626 400 0 - 400 -226 
計 843 762 1,605 1,220 42 - 1,262 -343 

マハラシュトラ州 400 570 970 143 0 - 143 -827 
合計 2,987 2,997 5,983 2,540 1,211 506 4,257 -1,726 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

事業全体としては、33KV 配電線の敷設距離は、計画の 5,983 km に対し 4,257 km

で、1,726 kmの減少であった。アンドラ・プラデシュ州南部における 33KV 配電線

400 km の増加は、同地区で新設変電所 97 カ所が追加されたことによる。マハラシ

ュトラ州における 827 km の減少は、同州での新設変電所 79 カ所、増設変電所 116

カ所がキャンセルされたことによる。 

その他の配電公社管区については、新設変電所、増設変電所の数自体には大幅

な変更はないものの、用地取得が困難であったり、本事業以外の地方電化事業に

より建設予定地の近くに変電所ができたなどの理由で、新設変電所の多くは、計

画時に想定された場所と別の場所に建設された。その影響を受けて、33KV 配電線

の敷設経路が大幅に変更された。また配電線の敷設権の取得が困難な場所があり、

経路の変更を余儀なくされた区間もあった10。これらの理由により、33KV 配電線

の敷設距離の計画値と実績値の間に、差異が生じた。 

 

                                                        
9 キャンセルされた増設変電所 116 カ所のうち、91 カ所が Infrastructure Plan I で、25 カ所が AG 
Pump Backlog Scheme で整備された。 
10 例えば、マハラシュトラ州の対象地域では比較的都市部も多く含まれており、配電線が道路、鉄

道などを横切る際の敷設権の取得が困難な場所が多かった。また地方部でも、配電線が敷地や畑の

上を通過することに同意しない土地所有者もいたことが報告されている。 
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表 4 11KV 配電線（計画／実績） 
単位：km 

配電公社管区 
計画 実績 

計画比 
ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 合計 ﾌｪｰｽﾞ 1 ﾌｪｰｽﾞ 2 ﾌｪｰｽﾞ 3 合計 

AP 州 

北部 279 231 510 515 449 - 964 +454 
中部 227 249 476 139 179 - 318 -158 
東部 150 150 300 215 247 - 462 +162 
南部 234 249 483 182 213 446 841 +358 
計 890 879 1,769 1,051 1,088 446 2,585 816 

MP 州 

中部 96 65 161 242 0 - 242 +81 
西部 170 126 296 204 15 - 219 -77 
東部 112 117 229 126 0 - 126 -103 
計 378 308 686 572 15 - 587 -99 

マハラシュトラ州 120 171 291 129 0 - 129 -162 
合計 1,388 1,358 2,746 1,752 1,103 446 3,301 +555 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

事業全体としては、11KV 配電線の敷設距離は、計画の 2,746 km に対し 3,301 km

で、555 kmの増加であった。配電管区毎の計画値と実績値の差異は、上記の 33KV

配電線と同じ理由である。 

 

REC によると本事業の計画は 2005 年時点で対象州の各配電公社から提出された

事業計画に基づいて策定されたものであるが、対象州ではインド中央政府による

地方電化スキームが本事業と並行して実施されており、また計画策定後に、州の

政策や優先順位の変更もあり得ることから、状況の変化に応じて、実施中に計画

内容の変更の可能性もあらかじめ想定されていたとのことであった。上記の各コ

ンポーネントのアウトプットの変更は、計画時の想定と異なる状況の変化に対応

するものであり、事業目的に照らしても変更は妥当であったと思われる。なお、

本事業により新たに電化される受益世帯について、計画アウトプット及び実績ア

ウトプットに基づいて推計したところ、計画アウトプットの受益世帯数は

3,063,972 世帯、実績アウトプットの受益世帯数は 2,965,969 世帯とほぼ同じであっ

た。このことから、本事業のアウトプットの変更により、事業効果が減じられる

ことはなかったと考えられる。 

 

調達方式 

本事業では、RECは対象 3州の 8つの配電公社に対する資金の提供及び事業全体

の管理を担当し、各配電公社が各担当管区の機材調達及び土木工事の施工管理を

担当し、コンサルタントの雇用はなかった。調達方式は、地区ごとの土木工事及

び機材調達をまとめて一パッケージとした一括請負方式（フルターンキー方式）が

採られたが、一部は部分的請負方式により行われた。最終的な調達パッケージ数
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は、一括請負方式が 82 件、部分的請負方式が 53 件11で、全て国内競争入札により

行われた（表 5）。 

 

表 5 本事業の調達パッケージ数 
単位：件 

配電公社 
調達パッケージ数 

一括請負方式 部分的請負方式 
アンドラ・プラデシュ州北部配電公社 
（現：テランガナ州北部配電公社） 

10 - 

アンドラ・プラデシュ州中部配電公社 
（現：テランガナ州南部配電公社） 

17 - 

アンドラ・プラデシュ州東部配電公社 10 - 
アンドラ・プラデシュ州南部配電公社 12 53 
マディア・プラデシュ州中部配電公社 8 - 
マディア・プラデシュ州西部配電公社 13 - 
マディア・プラデシュ州東部配電公社 4 - 
マハラシュトラ州配電公社 8 - 

合計 82 53 
出所：質問票回答。 
注：アンドラ・プラデシュ州南部配電公社の部分請負方式の内訳は、34 件が土木工事、19 件が機

材調達で、全てフェーズ 3 で実施された。 

 

REC 及び 8 つの配電公社へのヒアリングによると、上記の REC と各配電公社と

の役割分担は、概ね問題なく実施されたとのことであった。一方、調達に関して

は、アンドラ・プラデシュ州南部のフェーズ 3 のパッケージを受注したコントラ

クター、及びマディア・プラデシュ州中部及び西部のパッケージを受注したコン

トラクターの実施能力について問題が認められた。上記のケースでは、1 社のコン

トラクターが複数のパッケージを受注した結果、当該コントラクターは限られた 1

社の能力で複数のパッケージを同時並行で実施することが困難となり、そのこと

が事業の遅れなどにつながった。この背景としては、多くの配電公社では、機材

調達については配電公社が直接行い、土木工事部分のみを競争入札により調達す

る方法12が採られており、本事業で採用された一括請負方式に不慣れであったこと

が挙げられる。入札条件で既存契約と残存請負能力を確認することを義務付ける

などの対応が取られていれば、上記のような 1 社のコントラクターが実施能力を

超えて複数のパッケージを受注するような事態を回避することができた可能性は

                                                        
11 アンドラ・プラデシュ州南部では、追加アウトプットとして新設変電所 97 カ所（フェーズ 3）
が実施されたが、それらの調達を一括請負方式で行った場合、円借款契約履行期限までに事業が完

了しない恐れがあったため、上記の調達パッケージについては部分請負方式とした。 
12 配電公社による、この方式のメリットとして、①配電会社が一括して大量の機材調達を行うこ

とで、機材の調達単価が抑えられること、②一定で均質な機材の品質の確保ができること、③比較

的小規模なコントラクターの参入が可能であること、④一括請負方式でしばしば発生するコントラ

クターの機材調達の遅れによる、工事進捗へのマイナスの影響が軽減できるとのことである。一方、

デメリットとしては、配電会社側の負担が大きいことである。 
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ある。しかしながら、本事業では入札補助を行うコンサルタントは雇用されず、

事業開始時に REC による各配電公社に対する調達に係るワークショップは行われ

たものの、インド中央政府の標準的な調達ガイドラインの説明が中心であり、本

事業で見られたようなパッケージ数の多い調達パッケージを一括請負方式にて入

札を行った場合のリスクや対応策等の個別具体的な問題については、カバーされ

ていなかった。 

 

本事業と関連した RGGVY の実施状況 

本事業は RGGVY

と 連 携 し 、 「 既 存

33KV 配電線から各村

落までの配電線、変

電所の整備」を行い、

RGGVY では「それ以

降の各世帯への電力

引込み線の整備」を担

当するといった役割

分担のもと実施され

ることとなっていた

（図 2）。対象 3 州の

各配電公社では、RGGVY を活用して各村落での低圧用変圧器、電力引込線、電力

メーターを含む各世帯までの配電線の整備を、本事業と並行して実施した。 

 

３.２.２ インプット 

３.２.２.１ 事業費 

計画事業費 24,649 百万円（うち円借款 20,629 百万円）に対して、実績事業費

は 24,009 百万円（うち円借款 16,949 百万円）であり、計画内に収まった（計画

比 97％）。 

本事業では、各コンポーネントのアウトプットに変更が生じた。なかでもマ

ハラシュトラ州では、新設変電所 79 カ所のキャンセル、増設変電所 116 カ所の

キャンセルなど大きな変更があったが、上記のアウトプットのキャンセルや為

替変動により生じた余剰事業費は、追加アウトプットとして行われたアンド

ラ・プラデシュ州南部の 97 カ所の新設変電所やそれに付随する配電線拡張のた

めの事業費として活用された13。最終的には実績事業費は計画内に収まった。 

                                                        
13 マハラシュトラ州などの一部事業アウトプットのキャンセルにより、2009 年 10 月時点で 2,900
百万円の余剰事業費が見込まれており、アンドラ・プラデシュ州南部の 97 カ所の新設変電所（フェ

ーズ 3）のための事業費として 2,384 百万円が見込まれていた。 

 

図 2 本事業と RGGVY との対象村落における役割分担 

33KV 配電線（既存） 

低圧用変圧器 

 

各世帯宛配電線 
（電力引込線、 

電力メーター含む） 

 

RGGVY 
 

33KV 配電線 

 

33/11KV 変電所 

 

11KV 配電線 

 本事業対象 

 



 12 

３.２.２.２ 事業期間 

計画事業期間は 2006 年 3 月（借款契約調印）から 2008 年 9 月（事業完成）

までの 29 カ月に対して、実績事業期間は 2006 年 3 月（借款契約調印）から 2012

年 8 月（事業完成）までの 78 カ月であり、計画を大幅に上回った（計画比 252％）

（表 6）。 

 
表 6 事業期間（計画／実績） 

項目 計画 実績 
借款契約調印 2006 年 3 月 2006 年 3 月 
フェーズ 1   

入札開始 2006 年 6 月 2007 年 10 月 
主要資機材の供給開始 2006 年 11 月 2008 年 2 月 
資機材の設置開始 2007 年 1 月 2008 年 5 月 
変電所の建設完了 2007 年 9 月 2010 年 9 月 

フェーズ 2   
入札開始 2007 年 6 月 2008 年 3 月 
主要資機材の供給開始 2007 年 11 月 2008 年 6 月 
資機材の設置開始 2008 年 1 月 2008 年 10 月 
変電所の建設完了 2008 年 9 月 2011 年 9 月 

フェーズ 3   
変電所の建設完了 ― 2012 年 8 月 

事業期間 2006 年 3 月～2008 年 9 月 
（29 カ月） 

2006 年 3 月～2012 年 8 月 
（78 カ月） 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答 
注：追加アウトプットとして実施したアンドラ・プラデシュ州南部の新設変電所数（フェーズ 3）
の一部は未完成であったが、円借款貸付実行期限の 2012 年 8 月をもって、事業完成とした。 

 

表 7 各配電公社の実績事業期間 

配電公社 実績事業期間 

アンドラ・プラデシュ州北部配電公社 
（現：テランガナ州北部配電公社） 2006 年 3 月～2011 年 11 月（68 カ月） 

アンドラ・プラデシュ州中部配電公社 
（現：テランガナ州南部配電公社） 2006 年 3 月～2010 年 3 月（49 カ月） 

アンドラ・プラデシュ州東部配電公社 2006 年 3 月～2010 年 2 月（48 カ月） 
アンドラ・プラデシュ州南部配電公社 2006 年 3 月～2012 年 8 月（78 カ月） 
マディア・プラデシュ州中部配電公社 2006 年 3 月～2011 年 1 月（59 カ月） 
マディア・プラデシュ州西部配電公社 2006 年 3 月～2011 年 9 月（67 カ月） 
マディア・プラデシュ州東部配電公社 2006 年 3 月～2011 年 8 月（66 カ月） 
マハラシュトラ州配電公社 2006 年 3 月～2012 年 1 月（71 カ月） 
出所：質問票回答 

 

遅延の理由は、対象 3 州の 8 つの配電公社に共通することとしては、変電所

の用地取得及び配電線の敷設権の取得に時間を要し、このことで全ての配電公

社で 1.5～3.5 年程度の遅れが生じたことが挙げられる（表 7）。また追加アウ
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トプット（フェーズ 3）として実施したアンドラ・プラデシュ州南部の新設変電

所の 97 カ所も遅れの要因であった。このパッケージ（フェーズ 3）を受注した

コントラクターの一部に実施能力の問題が生じたため、再入札を行ったが、こ

のことも追加アウトプットの実施期間を長引かせる一要因となった。同様に、

マディア・プラデシュ州中部及び西部でも、コントラクターの実施能力の問題

により実施が遅れた。 

 

３.２.３ 内部収益率 

審査時の本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 15.4％であった。本事後評価で

行った EIRR の再計算の結果は、計算不能であった。なお、FIRR の計算は、審査

時で行っていないため、事後評価時も行わない。 

 

＜計画時の EIRR 前提条件＞ 

 費用：事業費（税金除く）、運営・維持管理費、各世帯への接続費 

 便益：既存エネルギー（ロウソク、ランプ等）の代替効果 

 プロジェクトライフ：25 年 

 

以上より、本事業は事業費については計画内に収まったものの、事業期間が計画を

大幅に上回ったため、効率性は中程度である。 

 

３.３ 有効性14（レーティング：③） 

３.３.１ 定量的効果（運用・効果指標） 

（１）需要家 1 軒当り年間事故停電時間 

需要家 1 軒当り年間事故停電時間については、全ての配電公社管区で達成してい

る（表 8）。目標達成の要因は、各配電会社で日常及び定期保守点検を適切に実施

していることと考えられる。事故発生の要因は、33KV/11KV 配電線の破損、変圧

器の故障、強風などの気象現象による停電などである。 

 

表 8 需要家 1 軒当り年間事故停電時間 
単位：時間／軒・年 

配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 

2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 
ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

1,373 1,005 144 129 83 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

1,320 930 739 746 752 

                                                        
14 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
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配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 
2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 

AP 州東部配電公社 1,260 870 42 50 33 

AP 州南部配電公社 1,300 920 1,109 1,051 916 

MP 州中部配電公社 2,328 2,100 2,045 2,045 2,044 

MP 州西部配電公社 3,000 2,400 2,854 2630 1,970 

MP 州東部配電公社 15,082 9,600 2,300 1,464 1,305 

ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 3,500 2,600 1,190 1,480 1,160 
出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：上記指標は、事業施設が整備された地区（District）全体の数値を示す。 
注 2：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

（２）世帯電化率 

世帯電化率については、マディア・プラデシュ州西部は、目標値 85％に対して

2014 年実績値は 64.7％（達成度 76％）であったものの、テランガナ州南部、アン

ドラ・プラデシュ州東部・南部、マディア・プラデシュ州中部、マハラシュトラ

州で目標値を超える達成をした。テランガナ州北部は、目標値 100％に対して

92％（達成度 92％）、マディア・プラデシュ州東部も目標値 80％に対して 2014 年

実績値は 69.4％（達成度 86.7％）といづれも 8 割以上の達成率であり、目標をほぼ

達成した（表 9）。以上より、事業全体としてみれば世帯電化率はほぼ達成したと

判断する。上記の世帯電化率の改善は、本事業による変電所及び配電線の拡張に

加えて RGGVY による貢献も大きいと考えられる。 

 

表 9 世帯電化率（電化世帯数／全世帯数） 
単位：％ 

配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 

2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

58 100 72 90 92 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

70 93 89 91 93 

AP 州東部配電公社 61 85 90 95 98 

AP 州南部配電公社 70 91 75 86 96 

MP 州中部配電公社 24 45 45 47 50 

MP 州西部配電公社 37 85 53.16 60.73 64.65 

MP 州東部配電公社 39 80 N.A. 66.60 69.36 

ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 66 87 83.97 87.32 89.64 
出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：上記指標は、事業施設が整備された地区（District）全体の数値を示す。 
注 2：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 
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（３）配電ロス率 

配電ロス率については、全ての配電公社管区で達成している（表 10）。この配

電ロス率の改善は、本事業による変電所及び配電線の拡張に加えて、各公社が変圧

器など古い機材の更新、高圧配電系統の整備、盗電の多い地域のモニタリングの強

化などを並行して行ったことも大いに貢献している。 

 

表 10 配電ロス率 
単位：％ 

配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 
2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 
ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

19 18 14.02 13.82 14.18 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

21 16 13.42 12.03 11.76 

AP 州東部配電公社 15 12 6.91 6.46 6.33 
AP 州南部配電公社 22 21 12.40 11.82 10.68 
MP 州中部配電公社 44 38 32.71 30.85 29.60 
MP 州西部配電公社 38 27 30.30 26.39 24.29 
MP 州東部配電公社 31 25 25.12 24.48 23.67 
ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 31 24 18.33 17.46 16.40 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：上記指標は、事業施設が整備された地区（District）全体の数値を示す。 
注 2：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

（４）料金回収率（％） 

料金回収率については、全ての配電公社管区で達成している（マハラシュトラ州

は目標値 100％に対して 2014 年実績値が 90.7％（達成度 90.7％）で、達成とみな

される）（表 11）。なお、マハラシュトラ州の料金回収率が、2012 年の 96.4％に

対して、2013 年から 2014 年にかけて 90％前後に下がっている理由は、干ばつの影

響で、農家からの電力料金の回収が滞っていることにある。料金回収率が改善した

要因としては、RGGVY を含めて各世帯での電力メーターの設置が進んだことに加

えて、電力料金徴収方法の改善（徴収係員による各戸訪問での料金徴収の廃止、イ

ンターネットや村のキオスクでの電力料金の支払い制度の導入など）、料金延滞者

に対する料金回収の強化、高圧配電線の整備による盗電防止対策など、各配電公社

による取り組みによる貢献も大きい。 
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表 11 料金回収率 
単位：％ 

配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 
2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 
ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

93 97 100 100 100 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

80 86 97 100 95 

AP 州東部配電公社 95 95 100 100 99 
AP 州南部配電公社 95 98 96 97 98 
MP 州中部配電公社 83 86 89.8 100 100 
MP 州西部配電公社 93 97 97.8 100 100 
MP 州東部配電公社 91 100 95.6 100 100 
ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 100 100 96.43 89.95 90.71 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：上記指標は、事業施設が整備された地区（District）全体の数値を示す。 
注 2：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 

 

（５）売電量 

売電量については、全ての配電公社管区で達成している（テランガナ州南部は目

標値 3,547MWh に対して 2014 年実績値が 3,238MWh（達成度 91.3％）で、達成と

みなされる）（表 12）。売電量が増加した要因は、世帯電化率の増加に伴う電力

供給量の増加である。 

 

表 12 売電量 
単位：MWh 

配電公社 

基準値 目標値 実績値 実績値 実績値 
2005 年 2010 年 2012 年 2013 年 2014 年 

審査前年 事業完成 
2 年後 事業完成年 事業完成 

1 年後 
事業完成 

2 年後 
ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

1,142 1,590 10,230 9,671 10,286 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

2,852 3,547 3,160 3,063 3,238 

AP 州東部配電公社 6,252 10,252 11,725 11,665 12,900 
AP 州南部配電公社 1,788 2,536 16,388 16,444 18,024 
MP 州中部配電公社 5,132 6,000 7,100 9,939 11,557 
MP 州西部配電公社 1,020 1,288 6,849 8,243 9,121 
MP 州東部配電公社 8,929 10,872 12,225 13,127 13,977 
ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 7,359 9,848 22,809 23,723 26,000 

出所：JICA 提供資料及び質問票回答。 
注 1：上記指標は、事業施設が整備された地区（District）全体の数値を示す。 
注 2：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 
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（６）受益世帯数 

本事業の実施により新たに電化された世帯数の推計値（2014 年）を以下の表 13

に示した。その結果、本事業により対象 4 州の約 2.9 百万世帯が新たに電化された

と推定される。これは対象 4 州の全電化世帯の 6.5％に相当する。一方、上記の受

益者世帯数には含まれていないが、各変電所では一般家庭への電力供給に加えて、

農業用ポンプや商業への電力供給も行っており、それらを含めると、本事業の受

益対象はさらに広がっていると考えられる。 

 

表 13 本事業により新たに電化された世帯数（受益世帯数）の推計（2014 年） 

単位：世帯 

州 配電公社 
配電公社管区全体 本事業の受益世帯 

世帯数 世帯数 割合 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

3,393,494 823,702 24.3％ 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

4,243,291 354,060 8.3％ 

小計 7,636,785 1,177,762 15.4％ 

ｱﾝﾄﾞﾗ･ 
ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 

AP 州東部配電公社 6,108,451 542,058 8.9％ 
AP 州南部配電公社 7,610,667 636,300 8.4％ 

小計 13,719,118 1,178,358 8.6％ 

ﾏﾃﾞｨｱ･ 
ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 

MP 州中部配電公社 2,268,092 96,480 4.3％ 
MP 州西部配電公社 3,147,916 188,034 6.0％ 
MP 州東部配電公社 2,832,070 247,954 8.8％ 

小計 8,248,078 532,468 6.5％ 
ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州 ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 16,246,589 77,382 0.5％ 
 合計 45,850,570 2,965,970 6.5％ 

出所：質問票回答。 
注 1：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、MP 州：マディア・プラデシュ州。 
注 2：本事業の受益世帯は、本事業により整備された新設・増設変電所の数、各配電公社の村落部

における変電所 1 カ所当りの平均電化世帯数などのデータを基に、推計した。なお増設変電所につ

いては、各変電所の電化世帯のうち 20％が本事業により新たに電化された世帯（受益世帯）とみな

した（各配電公社への質問に対する回答に基づく）。 

 

３.３.２ 定性的効果 

本事業で新たに電化された世帯に対する受益者調査の結果によると、回答者の

84％が安定的な電力供給を実感しており、また、回答者の 94％が電力供給の信頼

性及び質に対して満足以上の回答（非常に満足が 70％、満足が 24％）であった（受

益者調査については、後述の「３．４．１ インパクトの発現状況」を参照）。マ

ディア・プラデシュ州ではほとんどの村落世帯に対して 24 時間の電力供給が行わ

れており、その他の州については各配電公社の状況により 12～24 時間の間で電力

供給が行われている。また、既述のように本事業対象州では、需要家 1 軒当り年

間事故停電時間や配電ロス率も改善しており、これらのことが上記の高い満足度

につながったと考えられる。 
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以上より、需要家 1 軒当り年間事故停電時間、世帯電化率、配電ロス率、料金回収

率、売電量などの全ての運用・効果指標は、目標値を達成しており、本事業により対

象 4 州の約 2.9 百万世帯が新たに電化されたと推定される。また、受益者調査の結果

からも各世帯に対して安定的な電力供給が行われていることが確認された。従って、

「送配電システムの安定化（負荷軽減と送配電ロスの削減）及び未電化世帯等の電力

アクセスの改善」という本事業の目的は、達成されたと判断される。この達成につい

ては、本事業と RGGVY による本事業施設以降の各世帯への電力引込み線の整備に加

えて、各配電公社が本事業と並行して行った、配電ロスの改善、料金徴収方法の改善、

適切な保守点検の実施などの取り組みなど、外部要因による貢献も大きい。 

 

３.４ インパクト 

３.４.１ インパクトの発現状況 

本事後評価では、事業対象 4 州15の中から 6 カ所の村落16を選び、本事業により新

たに電化された 150 世帯を対象に、本事業に係る社会経済的インパクトを把握する

ために、受益者調査を行った。また村落全体の視点からのインパクトを把握するた

めに、各村落の村長にも面談調査を行った。受益者調査の結果は、下記の表 14 に示

した。 

 

表 14 受益者調査の結果 

インパクト 結果 主な回答内容 

情報へのアクセスの増加 
非常に増加：12% 
増加：86% 
変化なし：2% 

家庭での TV の視聴や携帯電話の使用などが可能にな

ったことで、国内外の出来事や最新の農産物の市場価格

など様々な情報へのアクセスが改善した。 

夜間の安全性の向上 向上した：92% 
変化なし：8% 

街灯の設置により夜間の安全性が向上した。またこのこと

は犯罪率の減少に役立っている。 

教育の改善 改善した：85% 
変化なし：15% 

夜間に勉強できるようになったことで、子供の教育の成果

が改善した。暑い時期に扇風機が使えるようになり、子供

がより勉強に集中できるようになった。 

衛生状態の改善 
非常に改善：2% 
改善：97% 
変化なし：1% 

家の中の清潔度を改善する意識が向上した。冷蔵庫など

の電化製品の使用により牛乳などの生鮮食料品の保存

が可能となり、衛生状態が改善した。 

労働の軽減 変化なし：92% 
軽減した：8% 

家事労働時間は、電化前と比較しても変化は見られな

い。 

学校や病院などの公共

サービスの改善 
改善した：85% 
変化なし：15% 

コンピュータ化による事務手続きの迅速化や情報提供の

改善など行政サービスが改善した。安定的な電力供給に

より学校で実験室を使った教育が可能となった。 

社会活動の活発化 活発化した：90% 
変化なし：10% 

家族・親戚間の繋がりやコミュニティーの連帯感が強まっ

た。映画鑑賞などコミュニティーのイベントが増えた。 

                                                        
15 アンドラ・プラデシュ州は、2014 年 6 月に北部のテランガナ州と南部のアンドラ・プラデシュ

州の 2 つの州に分割されており、事後評価時点では対象州は 4 州となっている。 
16 後述の「囲み：受益者調査結果（衛生状態の改善の事例）」を参照。 
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インパクト 結果 主な回答内容 

貧困の減少 減少した：72% 
変化なし：27% 

電化により農業用ポンプが使用できるようになったことで、

農業生産や農業所得が増加した。電動ミシンを使った縫

製や仕立て業、電化製品販売、電気製品修理業など、

新たな仕事が生まれて、所得機会の向上につながった。 
出所：受益者調査結果。 

 

生活環境の変化については、情報へのアクセスの増加、夜間の安全性の向上、

教育の改善、衛生状態の改善などに関して、非常に高い評価が得られた。また学

校や病院などの公共サービスの改善についても、高い評価であった。各村落の公

共施設などは、本事業実施前から村落電化により電力の供給は受けていたと思わ

れるが、本事業実施後、より安定的な電力供給を受けることができたため、この

ことが業務の効率化や改善につながったものと推測される。一方、家事労働の軽

減については、変化は認められなかった。 

電化により各村落の社会活動も活発化した。夜間の安全性が向上したことで、

夜間の外出の機会やイベントの開催が増え、また携帯電話などによる住民同士の

コミュニケーションの機会も拡大し、住民同士の連帯感も高まったとする声もあ

った。また、所得獲得・向上機会の向上や貧困の減少など経済面での改善も見ら

れた。農業が主要産業である村落部では、電力式灌漑ポンプが使用可能となった

ことで、農業生産活動が活発化し、農家の農業所得も増えるとともに、農業部門

の雇用機会も増加した。マディア・プラデシュ州 Bineca Dob 村では、電化後、二

毛作農業が行えるようになった。マハラシュトラ州 Melegaon 村では、灌漑農業に

よる農業生産活動の拡により、地域での農業従事労働の機会も増えたため、収穫

期における村人の出稼ぎ労働が減少したとのことであった。さらに、商店などの

小規模ビジネス（自営業者）でも、電化による営業時間の拡大などに伴う売上や所

得の向上が認識されていた。 

このように、本事業は住民の生活環境の向上や地域経済・社会活動の活発化な

どプラスのインパクトが認められた。 
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囲み：受益者調査結果（衛生状態の改善の事例） 
 
1. 受益者調査の対象及び調査方法 

調査対象は、対象 4 州から 6 県（District）を選び、各 6 県の中で本事業により整備さ

れた新設変電所をそれぞれ 1 カ所選び、その変電所から電力供給を受けている村落の住

民 25 世帯を抽出し、全体で 150 世帯（25 世帯×6 県=150 世帯）とした。調査対象世帯

（サンプル）は、各村落の住民から無作為に抽出し、調査票に基づき面談形式による調

査を行った。回答者の職業の内訳は、60％が農家、12％が自営業、11％が労働者（主に

農業労働者）、17％がその他であった。性別では、男性が 70％、女性が 30％であった。 
加えて、受益者調査の補足として、6 カ所の村落の村長にも面談調査を行った。 

 
配電公社 州・地区 県 変電所 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州 Warangal Nagapuri 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州 Ranga-reddy (South) Moinabad 

AP 州東部配電公社 ｱﾝﾄﾞﾗ・ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 Vishakhapatnam Boni 

MP 州中部配電公社 ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 Bhopal Bineca 

MP 州東部配電公社 ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 Narsingpur Khursipar 

ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州 Pune Malegaon 
 
 
2. 衛生状態の改善に関するインパクト 

受益者調査の結果では、情報へのアクセスの

増加、夜間の安全性の向上、教育の改善など

生活環境の向上について、大きなプラスの変

化が見られたが、なかでも衛生状態の改善に

ついては、回答者の 98％が改善したと認識し

ており、回答者の評価が最も高かった。電化

後、多くの家庭で、冷蔵庫を使って、生鮮食

料品や料理した食品をより衛生的に保存する

ことが出来るようになった。マハラシュトラ

州の Malegaon 村では、電動ポンプを使って井

戸から新鮮な水をいつでも汲み上げることが

出来るようになったことで、トイレや床の掃

除など家の清掃をより頻繁に行い、家の中を

清潔に保つようになるなど、人々の意識も変

わってきた。マディア・プラデシュ州の

Khursipar 村では、これまで水系伝染病やマラ

リアなどの病気が多く発生しており、電化後、

マラリア対策として電動虫よけ機の使用を始

めている。 
このように、電化後、冷蔵庫や電動虫よけ

機などの電化製品の使用が可能となったこと

や、電動ポンプで汲み上げた水を清掃用とし

てふんだんに使用することができるようにな

った。これらの変化が、各家庭の衛生状態の

改善につながったと思われる。 

 
受益者調査結果 

 

 
ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 Bhopal 県 Bineca 村の様子 



 21 

３.４.２ その他、正負のインパクト 

（１）自然環境へのインパクト 

審査時、本事業は「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002

年 4 月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地

域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大ではないと判断されるため、カテ

ゴリ B に該当するとされた。そのため、本事業に係る環境影響評価（EIA）は行わ

れず、またインド国内法上でも作成が義務付けられていなかった。 

各配電公社では、環境モニタリングに特化した専門部署は設けられていないが、

オペレーション部門が業務の一環として配電施設の環境モニタリングを行う体制

となっている。本事業では、一部地区で森林保護局の許可が必要な場所に配電線

の敷設を行うケースがあったが、所定の手続きを経て環境当局の認可を得たうえ

で敷設工事を行うなど、インド国内法の手続きに則って適切に行われた。受益者

調査でも、全回答者が本事業の実施に伴う自然環境へのマイナスのインパクトは

認められなかったとの回答であった。 

以上より、本事業の実施に伴う自然環境に対する特段のマイナスのインパクト

は発生していない。 

 

（２）用地取得、住民移転 

審査時、変電所等の建設用地として

概算で計 13 ha の用地取得を想定してい

たが、実際に取得した用地は 182.45 ha

（1,824,505 m3）であった（表 15）。計

画値に対して実績値が約 14 倍と拡大し

た要因については、審査時の概算の根

拠が不明のため検証が困難である。用

地取得はインド国内法に則って適切に

実施された。受益者調査でも、回答者

の 96％は用地取得に伴うマイナスのイ

ンパクトはなかったと回答している。

なお本事業では住民移転は発生してい

ない。 

以上より、用地取得に伴う社会的な

マイナスのインパクトは発生していな

い。 

 

以上より、本事業の実施により、概ね計画通りの効果の発現が見られ、有効性・イ

ンパクトは高い。 

表 15 用地取得面積 

単位：m3 
配電公社 取得面積 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州北部配電公社 
（旧 AP 州北部配電公社） 

129,991 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社 
（旧 AP 州中部配電公社） 

485,622 

AP 州東部配電公社 21,456 
AP 州南部配電公社 660,000 

MP 州中部配電公社 72,843 

MP 州西部配電公社 266,400 
MP 州東部配電公社 58,000 

ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公社 130,193 
合計 1,824,505 

出所：質問票回答。 
注：AP 州：アンドラ・プラデシュ州、 
MP 州：マディア・プラデシュ州。 
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３.５ 持続性（レーティング：③） 

３.５.１ 運営・維持管理の体制 

本事業施設の運営・維持管理は、各州の 8 つの配電公社が担当する。2014 年 6

月にアンドラ・プラデシュ州がテランガナ州（北部）とアンドラ・プラデシュ州（南

部）の 2 州に分割されたことに伴い、旧アンドラ・プラデシュ州北部配電公社

（APNPDCL）はテランガナ州北部配電公社（TSNPDCL）に、旧アンドラ・プラデ

シュ州中央配電公社（APCPDCL）はテランガナ州南部配電公社（TSSPDCL）へと

名称が変更された。上記の名称変更を除いては、基本的に、テランガナ州及びアン

ドラ・プラディシュ州の 4 つの配電公社の実施体制・管区に大きな変更はない。 

8 つの配電公社の職員数は、下記の表 16 に示す通り。8 つの配電公社の各部署

の人員数の充足度については、大きな問題はないが、変電所に常駐し、日々の施

設の運営・維持管理を担う現場職員については、人手不足の傾向にある。そのた

め各配電公社では、変電所の運営・維持管理を、民間オペレーターに外部委託し

ている。例えば、アンドラ・プラデシュ州東部配電公社は変電所の 4 割を社員が

管理し、残り 6 割を外部委託している。マディア・プラデシュ州中部配電公社で

は 8 割の変電所の管理を外部委託している。その際、民間オペレーターは変電所

の運営や日常的な保守点検を行い、各配電公社の各エリア担当エンジニア（配電公

社職員）が、管轄下にある変電所のモニタリングを行う。また民間オペレーターの

能力を超える維持管理についても、エリア担当エンジニアが直接行う体制になっ

ている17。RGGVY で実施した本事業施設以降から各世帯への電力引込み線までの

維持管理についても、各配電公社が責任を持つ。 

 

表 16 本事業施設の運営・維持管理機関及び職員数 
単位：人 

州 管区 配電公社名 社員数 

テランガナ州 
北部 テランガナ州北部配電公社 8,273 

南部 テランガナ州南部配電公社 9,841 

アンドラ･プラデシュ州 
東部 アンドラ･プラデシュ州東部配電公社 7,915 

南部 アンドラ･プラデシュ州南部配電公社 17,086 

マディア･プラデシュ州 

中部 マディア･プラデシュ州中部配電公社 8,212 

西部 マディア･プラデシュ州西部配電公社 13,322 

東部 マディア･プラデシュ州東部配電公社 17,170 

マハラシュトラ州 全州 マハラシュトラ州配電公社 76,534 
出所：質問票回答。 

 

また、電力法や RGGVY では配電業者に地方電化促進に当たって配電事業の一部

を住民組織・村落行政組織・NGO 等に請け負わせるスキーム（フランチャイズ・

                                                        
17 交通アクセスの悪い地域の変電所や配電線の維持管理は、配電公社が直接行う場合と、民間オ

ペレーターへの業務委託で行う場合の 2 つの種類がある。 
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スキーム）の導入を奨励しており、一部の配電公社ではフランチャイズ・スキーム

が導入された事例がある。例えば、マハラシュトラ州配電公社（MSEDCL）では、

2009 年より全地区で Mahila Bhachat Gut18と呼ばれる女性組織に検針及び請求書の

発行・配達の業務委託を行っている。また、マディア・プラディシュ州東部配電公

社でも Gagar 県でフランチャイズ・スキームの導入を行っている。 

以上より、体制面の問題は認められない。 

 

３.５.２ 運営・維持管理の技術 

各配電公社の職員は、電気技師を始め各技術分野の学位・資格を有しており、一

定の技術能力を持つ。各配電公社では、職員の評価制度もあり、定期的に職員の技

術能力評価を行っている。各配電公社には、社内の研修センターがあり研修プログ

ラムに則って、社員研修が実施されている。また REC はハイデラバードに研修セ

ンター（Central Institute for Rural Electrification）を有し、国内外の研修生を対象に

地方電化に関する技術研修を実施している。8 つの配電公社も同研修センターへ定

期的に職員を派遣し、地方電化に係る知識・技術の習得・向上に努めている。一方、

変電所の運営・維持管理の委託を受ける民間オペレーターも、州政府の職業訓練校

（ITI: Industrial Training Institute）の資格を有することが条件となっている。 

本事業で整備した変電所及び配電線は、既存施設と同じものであり、それらの

維持管理については、各配電公社の職員は十分な経験と知識を備えていることか

ら、技術面での問題は認められない。 

 

３.５.３ 運営・維持管理の財務 

各配電公社の運営・維持管理費用は、下記の表 17 に示すとおり。各配電公社に

よると、運営・維持管理費用については、概ね必要な予算が確保されているとの

ことである。また運用・効果指標の結果が示す通り、各配電公社の料金回収率も

95～100％と高い。 

 

表 17 各配電公社の運営・維持管理費（配電公社全体） 

単位：1 千万ルピー 

配電公社 項目 
2011/12年度 2012/13年度 2013/14年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州 
北部配電公社 

人件費 244.04 345.24 288.93 432.89 324.08 491.46 

管理費 27.68 40.41 29.48 48.60 29.75 53.89 

維持管理費 45.51 57.86 49.61 78.59 54.08 101.00 

合計 317.23 443.51 368.02 560.08 407.91 646.35 

ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州 
南部配電公社 維持管理費 231.37 166.23 321.29 254.80 391.80 288.41 

                                                        
18 手工芸品の販売などを通じて貧困女性の生計向上の支援を行う女性の自助努力グループ。 
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配電公社 項目 
2011/12年度 2012/13年度 2013/14年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

ｱﾝﾄﾞﾗ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 
東部配電公社 

人件費 338.27 408.68 338.27 502.58 402.84 482.60 

管理費 47.59 52.59 47.59 53.83 58.56 56.86 

維持管理費 23.07 31.37 23.07 51.30 36.80 70.47 

合計 640.30 658.87 730.22 862.51 890.00 898.34 

ｱﾝﾄﾞﾗ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 
南部配電公社 維持管理費 727.00 727.00 1,003.80 1,003.80 1,217.53 1,217.53 

ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 
中部配電公社 

人件費 N.A. 508.41 590.00 497.33 610.00 644.42 

管理費 N.A. 84.53 78.00 75.15 114.00 66.47 

維持管理費 N.A. 26.68 80.00 344.66 82.00 49.00 

合計 N.A. 619.62 748.00 607.14 806.00 759.89 

ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 
西部配電公社 

人件費 N.A. 622.99 N.A. 671.62 N.A. 750.91 

管理費 N.A. 124.67 N.A. 128.37 N.A. 130.93 

維持管理費 N.A. 44.86 N.A. 52.85 N.A. 86.50 

合計 N.A. 792.52 N.A. 852.84 N.A. 968.34 

ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州 
東部配電公社 維持管理費 N.A. 64.30 N.A. 85.90 N.A. 110.10 

ﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州配電公

社 

人件費 568.10 723.10 803.50 817.30 903.90 833.80 

管理費 70.60 113.60 79.50 120.00 115.50 116.60 

維持管理費 121.30 145.60 115.40 121.10 116.40 201.70 

合計 760.00 982.30 998.40 1,058.40 1,135.80 1,152.10 
出所：質問票回答 
注：ﾃﾗﾝｶﾞﾅ州南部配電公社、ｱﾝﾄﾞﾗ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州南部配電公社、ﾏﾃﾞｨｱ･ﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州東部配電公社につい

ては、維持管理費用のデータのみ配電公社から提供があった。 

 

一方、下記の表 18 に示すとおり、各配電公社では、ほぼ毎年経常赤字を出して

いる。この原因は、インドでは電気料金が政策的に低く抑えられており、配電公

社が送電会社から仕入れる買電コスト（発電・送電コスト）の約 7～8 割程度に設

定されていることにある。そのため、配電公社では売電収入によるコストリカバ

リーが難しく、州政府の補助金による補てんがあったとしても、その金額は不十

分であり、その結果、配電公社では毎年、赤字を生んでいる。 

 

表 18 各配電公社の収支 
単位：百万ルピー 

 
テランガナ州北部配電公社 テランガナ州南部配電公社 

2011/12 2012/13 2013/14 2011/12 2012/13 2013/14 
売上高 54,331 53,113 62,915 151,322 158,981 170,614 
経常利益 41 -34,918 -338 -79 -78,229 -9,281 
税引き後利益 32 -34,361 -310 -40 -77,183 -8,112 

 
アンドラ･プラデシュ州東部配電公社 アンドラ･プラデシュ州南部配電公社 

2011/12 2012/13 2013/14 2011/12 2012/13 2013/14 
売上高 55,083 50,914 63,507 79,143 82,273 95,605 
経常利益 54,898 -16,805 -1,358 75 -46,729 -4,008 
税引き後利益 252 -16,805 -1,358 34 -46,753 -4,031 
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マディア･プラデシュ州中部配電公社 マディア･プラデシュ州東部配電公社 
2011/12 2012/13 2013/14 2011/12 2012/13 2013/14 

売上高 43,518 52,798 39,601 55,406 67,389 N.A. 
経常利益 -6,322 -14,149 -11,668 -6,241 -14,250 N.A. 
税引き後利益 -6,322 -14,149 -11,668 N.A. N.A. N.A. 

 
マディア･プラデシュ州西部配電公社 マハラシュトラ州配電公社 
2011/12 2012/13 2013/14 2011/12 2012/13 2013/14 

売上高 39,601 52,681 58,453 408,064 470,151 522,621 
経常利益 -11,668 -14,322 -18,872 -18 -5,762 -11,666 
税引き後利益 -11,668 -14,322 -18,872 -8,079 -8,714 -2,804 

出所：質問票回答 

 

2013 年 3 月、電力省による全国の送配電公社の財務能力を中心としたパフォー

マンス評価の格付け19が発表されたが、それによるとマハラシュトラ州配電公社が

「A」20、アンドラ･プラデシュ州東部配電公社、アンドラ･プラデシュ州南部配電

公社及びテランガナ州南部配電公社（2013 年当時はアンドラ･プラデシュ州中部配

電公社）の 3 公社が「B＋」21、マディア・プラディシュ州の 3 配電公社及びテラン

ガナ州北部配電公社（2013 年当時はアンドラ･プラデシュ州北部配電公社）の 4 公

社が「B」22の格付けであった。 

電力省は、各州配電公社の財政の健全化を支援するために、2012 年に「州配電

公社の財務再編スキーム23」を立ち上げた。このスキームでは、州配電公社の短期

負債残高の 50％を州政府が肩代わりし（具体的には短期負債残高の 50％を証券化

し、それを 2～5 年をかけて州政府が買取る仕組み）、残りの 50％については 3 年

間の元本のモラトリアム（返済猶予期間）を設け、その間の金利の返済については

州政府が支援を行う。一方、州政府及び配電公社は、モラトリアムの間に、電力

料金の値上げや、配電ロスの削減等の効率化を進め、配電公社の収益性を改善さ

せることが求められている。電力省は同スキームの対象として、アンドラ・プラ

デシュ州、マディア・プラデシュ州を含む 7 州を選定した。 

アンドラ・プラデシュ州では、既にこのスキームの実施に必要な予算化がなさ

れ、2014 年度から 5 年間のスケジュールで、同州の 2 つの配電公社の財政の健全

化への支援を開始している。2014 年 6 月に誕生したテランガナ州についても、ア

ンドラ・プラディシュ州の政策を引継ぎ、財政再建スキームを活用して同州の 2

                                                        
19 “State Distribution Utilities First Annual Integrated Rating” Ministry of Power (March 2013)。電力省は、

送配電公社の財務状況を把握し、将来の資金調達のニーズを特定する目的で、全国の送配電公社の

パフォーマンス・レーティングを実施した。実際の調査は、インドの電力金融公社（PFC：Power 
Finance Corporation Ltd.）が行い、格付けは ICRA（Investment Information and Credit Rating Agency of 
India Limited）と CARE（Credit Analysis and Research Ltd）社によって行われた。 
20 格付け「A」：非常に高い運営及び財務能力（スコア 80～100）。 
21 格付け「B＋」：中程度の運営及び財務能力（スコア 50～65）。 
22 格付け「B」：平均以下の運営及び財務能力（スコア 35～50）。 
23 Scheme for Financial Restructuring of State Distribution Utilities, No. 20/112012-APDRP, Government 
of India, Ministry of Power, October 5th, 2012. 
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つの配電公社の財政健全化への支援を行っている。マディア・プラデシュ州では、

州配電公社の短期負債がないため、このスキームには参加していない。その代わ

りに州配電公社が州政府から借りた運転資金残高を償還期限がない永久公債に切

り替え、3 年間の金利の支払いを免除するという州独自の財務再編スキームを立ち

上げた。これにより同州の 3 つの配電公社は、暫くの間、キャッシュフローに余

裕ができることになる。一方、8 つの配電公社のなかでは最も財務能力が高いマハ

ラシュトラ州配電公社は、長期の電力購入契約（Power Purchase Agreement）による

平均買電単価の引き下げや、配電ロスの削減等の効率化等を進め、収益性の改善

に取り組んでいる。マハラシュトラ州政府でも、同州の農業用電力料金の一部を

補てんするスキームをパイロット的に実施中である。これにより、マハラシュト

ラ州配電公社が抱える農業部門の電力料金未払いから生じる負債の軽減が期待さ

れる。マハラシュトラ州では、上記のパイロット事業の成果を踏まえて、将来的

に同スキームを全州にまで拡大する計画である。 

このように、本事業施設の運営・維持管理予算については、概ね必要な予算が

確保されており、8 つの配電公社では公社としての財務は赤字となっているものの、

現在、中央政府及び州政府の支援の下、中長期的な財政の健全化に向けた具体的

な取り組みが行われている。したがって、本事業の財務面の継続性に特段の問題

はないと判断される。 

 

３.５.４ 運営・維持管理の状況 

本事業施設の運営・維持管理は、各配電公社の維持管理計画、運営・維持管理

マニュアル、作業手順に沿って適切に行われており、事後評価時においても、本

事業施設は大きな問題なく稼働している。RGGVY で実施した本事業施設以降の各

世帯への電力引込み線の維持管理状況についても、特段の問題は報告されていな

い。また、運用効果指標の結果でも示されように、需要家一人あたりの年間停電

時間、配電ロスも年々改善している。受益者調査結果でも、回答者の 90％が本事

業の変電所及び配電線については、問題なく稼働しており、維持管理状況は良好

との回答であった。スペアパーツもインド国内で調達可能であり、問題はない。 

よって、運営・維持管理状況には、問題は認められない。 

 

以上より、本事業の維持管理は体制面、技術面、財務面のいずれも特段の問題がな

く、施設の維持管理状況も非常に良いことから、本事業によって発現した効果の持続

性は高い。 
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４. 結論及び提言・教訓 

４.１ 結論 

本事業は、インド南部アンドラ・プラデシュ州、西部マディア・プラデシュ州、マ

ハラシュトラ州の 3 州において、変電所の新設・増強及び配電網の整備を行うことに

より、送配電システムの安定化及び未電化世帯等の電力アクセスの改善を図ることを

目指していた。本事業の目的は、インド国の開発政策、開発ニーズ及び審査時の日本

の援助政策に合致していることから妥当性は高い。事業費については計画内に収まっ

たものの、事業期間が計画を大幅に上回ったことから、効率性は中程度と考えられる。

アウトプットは、実施中に生じた状況の変化に対応するため変更が生じた。 

需要家 1 軒当り年間事故停電時間、世帯電化率、配電ロス率、料金回収率、売電量

などの運用効果指標は、目標値を達成した。本事業により約 2.9 百万世帯が新たに電

化されたと推定される。この達成については、インド中央政府による地方電化スキー

ムである「新世帯電化促進プログラム（RGGVY）」の実施、各配電公社による配電ロ

スの改善、料金徴収方法の改善、適切な保守点検の実施などの取り組みなど、外部要

因による貢献も大きい。また、受益者調査の結果から、情報へのアクセスの増加、夜

間の安全性の向上、教育の改善、衛生状態の改善、公共サービスの改善、社会活動の

活発化、貧困の減少など、住民の生活環境の向上や地域経済・社会面でのプラスのイ

ンパクトが確認された。自然環境へのマイナスのインパクトは認められず、用地取得

手続きはインド国内法に則って実施された。住民移転は、発生しなかった。よって、

有効性・インパクトは高いと判断される。 

事業によって発現した効果の持続性に関しては、体制面、技術面、財務面のいずれ

も特段の問題がなく、施設の維持管理状況も非常に良いことから、持続性は高い。 

以上より、本事業の評価は非常に高いといえる。 

 

４.２ 提言 

４.２.１ 実施機関への提言 

なし 

 

４.２.２ JICA への提言 

なし 

 

４.３ 教訓 

（１）事業効果の発現を担保するための事業デザイン 

審査時、本事業の対象州の選定基準として、①村落電化をほぼ達成していること、

②電力セクター改革を導入していること、③地方電化公社（REC）からの既存借入の

返済状況が良好であること、④未電化世帯が多いこと、など 4 つの基準を設定し、対

象州としてアンドラ・プラデシュ州、マディア・プラデシュ州、マハラシュトラ州の
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3 州が選ばれた。この選定基準は、公共施設を通じて電気の必要性・有用性を良く認

識し、世帯電化の需要が大きいと考えられる村落電化率の高い州において、世帯電化

事業を行った場合、世帯電化率向上の成果が大きく、かつ事業の持続性も高いとの考

えに基づいていた。そして、本事業は、RGGVY と連携し、「既存 33KV 配電線から

各村落までの配電線、変電所の整備」を行い、RGGVY では「それ以降の各世帯への

電力引込み線の整備」を担当するといった役割分担のもと実施された。上記の対象州

の選定方法及びインド政府の地方電化スキームを補完するかたちの事業デザインは、

事業効果の発現を担保する意味で、有効であった。 

将来の類似案件においては、当該セクターにおいて相手国政府の既存支援スキーム

があった場合、そのスキームと連携・補完するかたちで計画時の事業デザインを行う

ことにより、より高い事業効果の発現が期待できる。また、当該セクターの開発状況、

実施機関の能力等の条件に留意し、戦略的に対象地域の選定を行うことにより、事業

効果の発現を担保できる可能性も高い。 

 

（２）コントラクターの請負能力の確認 

本事業の調達方式は、地区ごとの土木工事及び機材調達をまとめて一パッケージと

する一括請負方式（フルターンキ方式）を基本とし、全体で一括請負方式が 82 パッケ

ージ、部分的請負方式が 53 パッケージと契約パッケージ数が非常に多かった。一方、

一部の配電公社では、1 社がその実施能力を超えて複数の契約パッケージを受注した

ことで、事業の遅れやパフォーマンスの低下を招く結果となった。上記のような条件

での入札の場合、入札時に既存契約とコントラクターの残存請負能力を確認し、コン

トラクターが請負能力を超えて受注することを回避する予防策が取られることが一般

的であるが、一部の配電公社はそのことに対する十分な対応が取られなかった。また

本事業では配電公社の事業管理や調達管理等の業務を支援するコンサルタントの雇用

は行われておらず、仮にコンサルタントの支援があれば、上記の問題の発生は回避で

きた可能性も考えられる。また、事業開始時に REC による各配電公社に対する調達に

係るワークショップは行われたものの、インド中央政府の標準的な調達ガイドライン

の説明が中心であり、個別具体的な調達上の問題については、カバーされていなかっ

た。 

したがって、本事業のように契約パッケージ数が多く、調達管理を支援するコンサ

ルタントの雇用を行わない案件の場合、審査時に入札に参加する可能性のあるコント

ラクターの数、能力及び実績について情報収集するとともに、コントラクターがその

実施能力を超えた契約受注ができないような入札条件の導入の可能性ついて、JICA は

事前に実施機関と協議することが求められる。 

 
以 上 
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主要計画 /実績比較  

項   目  計   画  実   績  

①アウトプット 

1. 対象州  

 

アンドラ・プラデシュ州  

マディア・プラデシュ州  

マハラシュトラ州  

 

計画通り 

2. 33KV/11KV 変電所

の新設  

763カ所（3州） 772カ所（3州） 

3. 33KV/11KV 変電所

の増設  

455カ所（3州） 337カ所（3州） 

4. 33KV 配電線の敷設  5,983km（3州）  4,257km（3州）  

5. 11KV 配電線の敷設  2,746km（3州）  3,301km（3州）  

 

②期間  

 

2006年3月～2008年9月  

（29カ月） 

 

2006年3月～2012年8月  

（78カ月） 

③事業費  

  外貨  

 

  内貨  

 

 

  合計   

  うち円借款分  

 

  換算レート 

 

13,853百万円  

 

10,796百万円  

（26,882百万ﾙﾋﾟｰ）  

 

24,649百万円  

20,629百万円  

 

1ﾙﾋﾟｰ＝2.49円  

（2005年7月現在） 

 

 

不明  

 

不明  

 

 

24,009百万円  

16,949百万円  

 

不明  
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